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Ⅰ、はじめに 

若年者の自殺者数が近年増加傾向であり、特に小中高生

の自殺者数は高止まり状態である。 

湖南市の若年層への対策として、教育委員会と連携し 

ての自殺未遂者支援や教師へのゲートキーパー研修を実

施している。学校や教育委員会と連携をする中で教師の仕

事範囲の広さや個々に合わせた対応を実施していること

を知った。しかし、希死念慮や自傷行為に関することにな

ると専門職が関わるべきという考えがあることも感じた。

そこで、校内での自殺関連行動の現状を知り、連携や研修

会の充実を図るために教師を対象としたアンケートを実

施したので報告する。 

Ⅱ、研究方法 

令和５年 11 月、教育委員会主催の教頭会でアンケート

調査（以下「本調査」という）の趣旨を伝え、12 月 15 日

までインターネットでの回答とした。対象者は小学校教師

232 人、中学校教師 132 人、回答者は 164 人で回答率は、

45.1％となった。項目は、属性３つ、児童生徒に対するも

の３つ、教師自身に関する３つの９項目で、記述式の設問

に関しては、同じようなことばをカテゴリー化してまとめ

た。なお、倫理的配慮として情報管理を確実に行い、教育

委員会、所属内で研究の実施について同意を得ている。 

Ⅲ、結果   
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【児童生徒に対するもの】「児童生徒との関わりの中で教

師がこころの健康で気をつけていることはありますか」で

は、127 人（77％）が「はい」と回答した。「はい」と回

答した人に具体的なことを記述式で聞き、同じようなこと

ばをカテゴリー化し、次の７つに分類した。①子どもの様

子をみている（表情・体調・声のトーン・交換ノートなど）

②子どもへの対応（傾聴・言葉かけ・注意の仕方）③子ど

も相談体制・居場所の確保④子どもの話題で気にかけてい

ること（家族・友だち・いじめ）⑤子どもに伝えているこ

と（ありのままなど）⑥教師が対応で心掛けていること（感

情的にならないなど）⑦教師が抱え込まなくていい体制づ

くりとなった。「児童生徒から直接消えたい、死にたいと

ＳＯＳを出されたことはありますか」では、70 人（43％）

が「はい」と答え、小学校では 38 人（32.7％）、中学校で

は、32 人（50.8％）であった。「児童生徒の自傷行為を行

っている場面に遭遇したことはありますか」では、36 人

（22％）が「はい」と答え、小学校では 17 人（16.8％）、

中学校では 19 人（30.2％）であった。 

Ⅳ、考察 

本調査より、教師が児童生徒との関わりの中で、「いつ

もと様子が違う」を意識していること、自殺関連の相談を

約４割の教師が経験しており、年齢が上がるにつれて増え

ることが分かった。また、「日本財団第４回自殺意識調査

（2021 年）」の報告において中高生（16～19 歳）の約 1

割が｢自傷経験有｣といわれているが、本調査においては自

傷行為に遭遇した教師が多い状況であった。設問が遭遇を

問うため、学校現場で自傷行為を行った児童生徒を複数の

教師が見ていることが示唆されるのではないかと考える。 

生徒指導要覧では「自殺は一人で抱えることができない

ほど重く、困難な問題で、継続的な支援を可能にするには、

校内の相談体制を基盤に、関係機関の協力を得て、全教師

が自殺予防に組織的に取り組みことが必要」と言っている。 

調査結果から生徒指導要覧の予防活動（プリベンション）

の取り組みとして、生徒に自他の「心の危機に気付く力」

と「相談する力」を身に付けることを目的に①SOS の出

し方教育を実施できる環境づくりを教育委員会と行う。②

ゲートキーパー研修会の継続。②を行うことで、教師の対

応を学ぶ場を提供できる。③調査結果のフィードバック。

③を行うことで、多くの教師が児童生徒に対して実践して

いることを知り、教師自身の安心感につながると考える。 

上記３つを行うことで、教師自身が寄り添うことの大切

さ、学校全体で対応すること、関係機関がすることなどの

役割分担が明確になり、連携強化・支援の充実につながり、

児童生徒への包括的な自殺予防の取り組みが可能になる

と考える。 

Ⅴ、おわりに 

本調査で学校現場での自殺関連行動の現状を知ること 

ができ、教育委員会との連携（方向性の共有）、研修会の

内容を考えることができた。 

Ⅵ、引用参考文献 

・文部科学省 生徒指導提要 令和４年 12 月 

・日本財団子どもの生きていく力 サポートプロジェク

ト『日本財団第４回自殺意識調査』報告書 

所属 人数（人） 割合（％）
小学校 101 62

中学校 63 38

合計 164
年齢 人数（人） 割合（％）

20代 53 32

30代 38 23

40代 31 19
50代 38 23

60代以上 4 3

合計 164

10年未満 79 48

10～20年未満 35 21

20～30年未満 26 16
30年以上 24 15

合計 164

教師としての経験年数
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